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１．１６年１２月期の連結業績（平成１６年 １月 １日～平成１６年 １２月３１日） 

(1) 連結経営成績                        （注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  

 

16 年 12 月期 

15 年 12 月期 

百万円   ％

5,234（ 13.1）

4,628（△1.0）

百万円   ％

273（ 185.5）

95（△61.1）

百万円   ％

279（ 188.9）

96（△61.9）

 

 

 
当 期 純 利 益 

1 株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

1 株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

 

16 年 12 月期 

15 年 12 月期 

百万円   ％ 

128（ 708.4） 

15（△89.4） 

円 銭

 17,340 57

  2,385 09

円 銭

 17,292 56

－  －

％

6.7

0.8

％ 

10.3 

3.7 

％

5.3

2.1

 

（注） 1．持分法投資損益 16 年 12 月期 － 百万円  15 年 12 月期 － 百万円 

    2．期中平均株式数 16 年 12 月期 6,546 株     15 年 12 月期 6,675 株 

   3．会計処理の方法の変更   無 

   4．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 (2) 連結財政状態                            

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本  

 

16 年 12 月期 

15 年 12 月期 

百万円 

2,833 

2,570 

百万円

1,984

1,871 

％ 

70.0 

72.8 

円  銭

301,266  30

283,571  02 

 

（注）  期末発行済株式数 16 年 12 月期 6,536 株    15 年 12 月期  6,598 株 

 (3) 連結キャッシュ・フローの状況                                        

 営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による

キャッシュ・フロー

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高

 

 

16 年 12 月期 

15 年 12 月期 

百万円 

100 

△204 

百万円

△56

△98

百万円 

△22 

△62 

百万円

905

884

 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数   2 社 持分法適用非連結子会社数  －社  持分法適用関連会社数  －社 

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結(新規)   －社  (除外)   －社    持分法(新規)  －社  (除外)  －社 

２．１７年１２月期の連結業績予想（平成１７年 １月 １日～平成１７年 １２月３１日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当期純利益  

 

中 間 期 

通 期 

百万円

2,810

5,714

  百万円

176

291

百万円

91

155

 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）10,597 円 02 銭 

なお、１株当たり予想当期純利益は平成 17 年２月 18 日付の１：２の株式分割後の株式数で算出しております。 

（注）上記に記載した数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不特定な要素を含んでお

ります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

   なお、上記予想に関する事項については、添付書類の 8ページをご参照下さい。 
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１.企業集団の状況 

 
企業集団としての当社及び連結子会社（以下｢当社グループ｣という）は、当社、連結子

会社である㈱エスアイピー及び㈱コムで構成されております。当社グループのビジネスは、

顧客企業に「マーケティングサービス」を提供することであります。  
「マーケティングサービス」とは、企業が顧客を獲得・維持する活動、つまりマーケティ

ング活動をサポートするサービスであり、当社グループはこれを、「商品企画事業」、「マー

ケティングサービス事業」、「その他の事業」の３事業部門で捉えております。「商品企画事

業」は当社、「マーケティングサービス事業」は㈱エスアイピー（連結子会社）、「その他の

事業[インターネット関連事業]」は㈱コム（連結子会社）が中心となって推進いたしてお

ります。 
事業の系統図は次のとおりであります。 
              

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
マーケティングサービス事業  その他の事業 

 

顧

 

販
促
製
作
物
の
販
売

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
企
画
の
販
売 
顧

㈱エスアイピー 
（連結子会社） 

 
 

 

（注）上記のほか、平成17年１月

分比率97％）を設立してお

 

客
企
業 

インターネ
    
顧客企業 
21日、新規事業戦略の一環として

ります。詳細は添付書類の31ペー

㈱コム 
（連結子会社） 

 

ット関連サービスの販売 
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２.経営方針 

 
（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは、お客様に喜ばれる誠意あふれるサービスを、適正な価格で提供するこ

とにより、社会、企業文化の進歩発展に貢献することを経営目的としております。 
当社グループは、商品企画事業を事業展開のコアとして、幅広いサービスを提供してま

いりました。今後も、顧客企業に対して高付加価値のサービスを提供すべく会社経営に取

り組んでまいります。 
 
（２）会社の利益分配に関する基本方針 

 当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題であると認識しており、利益分

配に関しては、経営基盤の強化と将来予想される事業展開に必要な内部留保を確保しつつ、

業績に応じた配当を実施していく方針であります。この方針のもと、配当性向主義を採用

し、配当性向 20％を当面の目安として利益分配を実施していく所存であります。 
 
（３）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループが提供するマーケティングサービスは広告・販促業界に属しております。

従来、当社グループは商品企画事業をコアとして広告代理店を顧客の中心にプレミアム（注.
１）の商品企画の機能提供、企業との直接取引ではマーケティングサービス事業における

セールスプロモーションのトータルソリューションサービスを提供してまいりました。ま

た、商品企画事業は事業拡大を目的として、商品企画力を活かした新たなるマーケットで

ある OEM（注.２）市場を開拓してまいりました。 
以上のように当社グループは、顧客企業に最適な機能を構築し、サービスの提供をおこ

なってまいりましたが、顧客ニーズの多様化から当社グループの顧客セグメントを超えた

サービスに対するニーズが高まっております。このような環境において、当社グループは

ここ数年、「３つのチェンジ」を基本方針に事業展開を進めてまいりました。その内容は以

下のとおりであります。 
① 企業との直接取引の拡大（チェンジ・マーケット） 
② サービスの拡大（チェンジ・サービス） 
③ 属人的能力から組織的能力への転換（チェンジ・マネジメント） 
これらの基本方針につきましては、一定の成果を残すことができたとの認識のもと、今

後は、この成果をより確実なものにすべく中期的に新たに「４つの集中」を基本方針に事

業展開を進めてまいります。その内容は以下のとおりであります。 
 
（注.１）企業が行う販売促進活動で提供する景品、賞品等のこと。 

（注.２）Original Equipment Manufacturingの略で相手先ブランド名での生産をおこなうこと。 
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① 業界・顧客の集中 
当社グループは、既存事業の売上・収益の最大化に向けて、特化すべき業界・顧客を再

度セグメントし、経営資源を特定の業界・顧客に集中的に投下してまいります。 
② 業務の集中 
顧客ニーズがますます多様化・高度化している広告・販促業界において、顧客企業に対

し付加価値の高いサービスを提供するため、業務の集中によってノウハウの獲得、人材の

プロ化を進めてまいります。 
③ 商材の集中 
前述の「業界・顧客の集中」、「業務の集中」によって得られたノウハウから、新サービ

スの開発を積極的におこない、類似した業種に拡販することによって、顧客の拡大・安定

化と収益性の向上を図ってまいります。  
④ 情報の集中 
当社グループがここ数年進めてきた「マネジメント」のチェンジにより、社内情報シス

テムの基盤が整備されました。今後は、これらの基盤の上に、より精度の高い顧客情報や

サービス情報を収集できる仕組みを構築することによって、顧客企業に付加価値の高いサ

ービスを提供してまいります。 
以上、これら「４つの集中」の基本方針をもとに展開していく既存事業に加え、新規事

業への展開も積極的に進めてまいります。 
当社グループにおける新規事業においては、本業とのシナジーが見込めるという大前提

のもと、新規事業の機能を大きく２つに捉えて展開してまいります。ひとつは、顧客接点

を獲得・維持する機能と、もうひとつは、本業を顧客接点としてサービスを提供する機能

です。これらの展開によって、中期的に当社グループの収益性の向上を図ってまいります。 
なお、新規事業戦略の一環として、平成 17 年 1 月 21 日に、営業・販促人材の派遣・紹

介及び営業・販促に関するコンサルティング業務を目的として、株式会社プロコミットを

設立いたしました。 
 
（４）会社の対処すべき課題 

 広告業界の再編が進む中、当社グループの主要顧客である広告代理店におきましては、

制作物におけるコスト削減と品質管理に対する要求が一層厳しくなっております。当社グ

ループはこれらのニーズに対して、中国メーカーとの直接取引や国内外のサプライヤーと

のアライアンスをさらに強化することによって、これらのニーズに応えてまいります。 
また、企業との直接取引を引き続き拡大することによって、顧客構成におけるリスクを

ヘッジしてまいります。さらに、平成 17 年 4 月 1 日より施行される個人情報保護法につき

ましても、社内管理体制の強化を目的として、プライバシーマークを申請、取得する予定

であります。 
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（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 
 当社は、コーポレート・ガバナンスを経営の最重要課題の一つと考えており、従来より

経営の透明性・客観性・スピードの確保に全力を傾けてまいりました。今後もより一層の

企業統治能力の向上を図り、株主をはじめとする各ステークホルダー（利害関係者）への

説明責任を果たすとともに経営効率の向上を図りたいと考えております。 
 
（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 
 当社は、通常の取締役会及び監査役会の運営に加え、経営の重要事項について迅速かつ

公平に意思決定するため、代表取締役社長を中心とした「意思決定会議」の運営を定期的

に実施しております。 
 また、平成 17 年度より重要事項の意思決定についてのさらなる妥当性を検証するため、

常務取締役を中心とした「常務会」を定期開催し、重要事項についての助言、提案を実施

しております。 
さらに、社内各グループを統括するグループリーダーによる「グループリーダー会議」

の定期的な運営により、各グループ間での情報共有、運営方針の調整及びチェックアンド

バランス機能の向上を図っております。 
社内における業務の適正な遂行状況をチェックするための内部監査につきましても経営

企画チームにより定期的に実施しております。当社は今後も引き続きコーポレート・ガバ

ナンスの向上を目指し、企業価値の最大化を図ってまいります。 
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３.経営成績及び財政状態 

 
（１）当期の概況 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、事業構造の再構築による企業収益の回復や設

備投資の持ち直し等により、回復基調に推移し、当社グループが属する広告・販促業界に

おきましても、アテネ五輪や猛暑等の影響もあり市況が大幅に回復いたしました。 

当社グループでの商品企画事業におきましては、これまでの主要な収益源であった広告

代理店との取引に加え、今後の新たな収益源の柱とすべく顧客企業との直接取引の拡大に

注力してまいりました。当期におきましても引き続き、顧客企業との直接取引の拡大は順

調に進み、前期比での業績が大幅に向上しております。 

一方、広告代理店との取引におきましては、業界構造の変化に加え、当社事業戦略もあ

り前期比で約２億円の落ち込みが見られました。 

マーケティングサービス事業におきましては、商品企画事業の商品企画力を「強み」に

プレミアムプロモーションへ特化し、新規での大型顧客の開拓と既存顧客での深堀りが奏

功したしました。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は 52 億３千４百万円（前年同期比 13.1％増）、営

業利益２億７千３百万円（同 185.5％増）、経常利益２億７千９百万円（同 188.9％増）、当

期純利益１億２千８百万円（同 708.4％増）となりました。 

当社グループにおける事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。商品

企画事業の売上高 34 億５千９百万円（前年同期比 11.2％増）、営業利益１億５千４百万円

（同 566.4％増）、マーケティングサービス事業の売上高 16 億５千１百万円（前年同期比

17.0％増）、営業利益６千７百万円（同 136.8％増）、その他の事業の売上高１億２千３百万

円（前年同期比 18.1％増）、営業利益１千４百万円（同 89.0％増）となっております。 

 

（２）財政状態 

① キャッシュ・フローの状況   
当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下｢資金｣という）は、主に営業活動に

よる税金等調整前当期純利益の増加にともなう資金の増加により、前連結会計年度末に比

べ２千１百万円増加し、当連結会計年度末は９億５百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであ

ります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度におきまして営業活動の結果、得られた資金は１億円（前年同期は２億

４百万円の支出）となりました。これは主として売上債権の増加による資金の減少２億３

千２百万円及び仕入債務の減少による資金の減少５千６百万円があったものの、税金等調
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整前当期純利益２億５千７百万円及び未払費用の増加による資金の増加２千７百万円等が

あったことによるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度におきまして投資活動の結果、支出した資金は５千６百万円（前年同期

比 42.7％減）となりました。これは主として、無形固定資産の取得による支出１千９百万

円及び定期預金の預入による支出９百万円等があったことによるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度におきまして財務活動の結果、支出した資金は２千２百万円（前年同期

比 64.5％減）となりました。これは自己株式の取得による支出１千３百万円及び利益処分

による配当金の支払額８百万円があったことによるものであります。 

 

② キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりであります。 

 平成 14 年 12 月期 平成 15 年 12 月期 平成 16 年 12 月期 

自己資本比率（％） 72.4 72.8 70.0 

時価ベースの自己資本比率（％） 38.1 49.8 96.9 

債務償還年数（年） － － － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  － － － 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

   １．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

   ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により

算出しております。 

   ３．債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、有利子負債がありま

せんので記載しておりません。 
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（３）次期の見通し 

今後、わが国の経済及び広告・販促業界の見通しは、企業収益率の伸び率の低下等も予

想され、依然先行きの不透明感が強い環境にありますが、当社グループは事業戦略として

前述の「４つの集中」を軸に既存事業を展開していくと同時に、新規事業への展開も積極

的に進め、引き続き事業の拡大を図ってまいります。 

なお、次期の連結業績予想につきましては、売上高 57 億１千４百万円、経常利益２億９

千１百万円、当期純利益１億５千５百万円を見込んでおります。 

また、次期の単独業績予想につきましては、売上高 41 億６千万円、経常利益２億３千２

百万円、当期純利益１億３千１百万円を見込んでおります。 

－ 8 － 



４．連結財務諸表等 
（１）連結貸借対照表 

  
前連結会計年度 
（平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成16年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
％ 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  1,002,035  1,029,670

２．受取手形及び売掛金 ※２ 1,140,295  1,373,600

３．たな卸資産  88,460  88,652

４．その他  76,045  44,374

貸倒引当金  △9,302  △5,342

流動資産合計  2,297,534 89.4  2,530,954 89.3

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1）建物  9,999 10,579 

減価償却累計額  6,850 3,149 7,291 3,288

(2）その他  19,504 25,137 

減価償却累計額  11,733 7,770 14,143 10,993

有形固定資産合計  10,920 0.4  14,282 0.5

２．無形固定資産  18,706 0.7  31,141 1.1

３．投資その他の資産   

(1) 投資有価証券   －  47,110

(2）長期貸付金  39,978  33,266

(3) 繰延税金資産  82,984  86,320

(4) その他  136,670  131,739

貸倒引当金  △16,481  △41,601

投資その他の資産合計  243,152 9.5  256,835 9.1

固定資産合計  272,779 10.6  302,258 10.7

資産合計  2,570,313 100.0  2,833,213 100.0

   

 

－  － 

 

(9) ／ 2005/02/14 11:09 (2005/02/12 0:03) ／ ③Ｈ16決算短信第５－１連結財務諸表等／os2レッグス／有報.doc 
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前連結会計年度 
（平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成16年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
％ 

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金  399,478  343,018

２．未払法人税等  －  130,232

３．その他  53,704  106,507

流動負債合計  453,182 17.6  579,757 20.5

Ⅱ 固定負債   

１．退職給付引当金  34,014  41,253

２．役員退職慰労引当金  176,884  186,945

固定負債合計  210,898 8.2  228,199 8.0

負債合計  664,081 25.8  807,956 28.5

（少数株主持分）   

少数株主持分  35,230 1.4  40,980 1.5

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※３ 220,562 8.6  220,562 7.8

Ⅱ 資本剰余金  267,987 10.4  267,987 9.5

Ⅲ 利益剰余金  1,416,103 55.1  1,536,231 54.2

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 862 0.0  7,494 0.2

Ⅴ 自己株式 ※４ △34,515 △1.3  △48,000 △1.7

資本合計  1,871,001 72.8  1,984,276 70.0

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 2,570,313 100.0  2,833,213 100.0

   

－  － 

 

(10) ／ 2005/02/14 11:09 (2005/02/12 0:03) ／ ③Ｈ16決算短信第５－１連結財務諸表等／os2レッグス／有報.doc 
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（２）連結損益計算書 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高  4,628,872 100.0  5,234,673 100.0

Ⅱ 売上原価  3,755,551 81.1  4,138,303 79.1

売上総利益  873,320 18.9  1,096,369 20.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 777,649 16.8  823,256 15.7

営業利益  95,671 2.1  273,112 5.2

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息  212 672 

２．受取保険金  532 193 

３．消費税等調整差額  728 1,120 

４．受取手数料  435 458 

５．受取設置料  314 348 

６. 法人税等還付加算金  － 1,001 

７. 経営指導料  － 731 

８．未請求債務戻入  － 2,034 

９．その他  703 2,928 0.0 293 6,854 0.1

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息  153 5 

２．為替差損  1,545 512 

３. 自己株式取得手数料  － 89 

４．その他  206 1,905 0.0 － 606 0.0

経常利益  96,694 2.1  279,360 5.3

   

－  － 

 

(11) ／ 2005/02/14 11:09 (2005/02/12 0:03) ／ ③Ｈ16決算短信第５－１連結財務諸表等／os2レッグス／有報.doc 
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前連結会計年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別損失   

１．固定資産除却損 ※２ 266 268 

２．貸倒引当金繰入額  11,635 21,189 

３．ノベルティ回収等損失 ※３ 39,719 － 

４．和解金  1,000 52,621 1.1 － 21,457 0.4

税金等調整前当期純利
益 

 44,072 1.0  257,903 4.9

法人税、住民税及び事
業税 

 26,280 145,047 

法人税等調整額  △2,924 23,355 0.6 △21,599 123,447 2.3

少数株主利益  4,796 0.1  5,749 0.1

当期純利益  15,920 0.3  128,705 2.5

   

－  － 

 

(12) ／ 2005/02/14 11:09 (2005/02/12 0:03) ／ ③Ｈ16決算短信第５－１連結財務諸表等／os2レッグス／有報.doc 
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（３）連結剰余金計算書 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   267,987  267,987 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   267,987  267,987 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   1,440,660  1,416,103 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

当期純利益  15,920 15,920 128,705 128,705 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  27,777  8,577  

２．役員賞与  12,700 40,477 － 8,577 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   1,416,103  1,536,231 

      

－  － 

 

(13) ／ 2005/02/14 11:09 (2005/02/12 0:03) ／ ③Ｈ16決算短信第５－１連結財務諸表等／os2レッグス／有報.doc 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

１．税金等調整前当期純利
益 

 44,072 257,903 

２．減価償却費  6,943 11,533 

３．固定資産除却損  266 268 

４．貸倒引当金の増減額  11,635 21,160 

５．退職給付引当金の増減
額 

 5,926 7,238 

６．役員退職慰労引当金の
増減額 

 10,691 10,061 

７．受取利息及び受取配当
金 

 △384 △901 

８．支払利息  153 5 

９．為替差損  415 99 

10．売上債権の増減額  △116,881 △232,900 

11．たな卸資産の増減額  △26,699 △192 

12．仕入債務の増減額  △21,770 △56,460 

13．未払金の増減額  △238 3 

14．未払費用の増減額  3,627 27,213 

15．未払消費税等の増減額  △11,265 23,588 

16．役員賞与の支払額  △12,700 － 

17．その他  △8,319 14,859 

小計  △114,527 83,480 

－  － 

 

(14) ／ 2005/02/14 11:09 (2005/02/12 0:03) ／ ③Ｈ16決算短信第５－１連結財務諸表等／os2レッグス／有報.doc 
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前連結会計年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受取
額 

 384 507 

利息の支払額  △153 △5 

法人税等の支払額  △90,335 － 

法人税等の還付額  － 16,706 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △204,631 100,689 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

１．定期預金の預入による
支出 

 △114,097 △9,632 

２．定期預金の払出による
収入 

 104,460 － 

３．投資有価証券の取得に
よる支出 

 △10,736 △14,291 

４．有形固定資産の取得に
よる支出 

 △4,556 △7,935 

５．無形固定資産の取得に
よる支出 

 △11,920 △19,662 

６．保険積立金の収支  △6,950 △8,321 

７．敷金の収支  △282 648 

８．貸付けによる支出  △55,578 △8,650 

９．貸付金の回収による収
入 

 1,150 11,350 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △98,513 △56,496 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

１．配当金の支払額  △27,777 △8,577 

２．自己株式の取得による
支出 

 △34,694 △13,574 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △62,471 △22,151 

－  － 

 

(15) ／ 2005/02/14 11:09 (2005/02/12 0:03) ／ ③Ｈ16決算短信第５－１連結財務諸表等／os2レッグス／有報.doc 
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前連結会計年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 △415 △99 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額 

 △366,031 21,942 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 1,250,038 884,006 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 884,006 905,949 

    

 

－  － 

 

(16) ／ 2005/02/14 11:09 (2005/02/12 0:03) ／ ③Ｈ16決算短信第５－１連結財務諸表等／os2レッグス／有報.doc 
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－  － 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 ２社 同左 

 連結子会社の名称  

 株式会社エスアイピー 

株式会社コム 

 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

① 有価証券 ① 有価証券 (1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 (イ）その他有価証券 (イ）その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 

  期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は主として移動

平均法により算定） 

同左 

 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 

 ② デリバティブ ② デリバティブ 

 時価法 同左 

 ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 

 製品：個別法による原価法 

仕掛品：個別法による原価法 

貯蔵品：最終仕入原価法 

同左 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 (2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 定率法 

 なお、主な資産の耐用年数は次の

とおりであります。 

 建物  3～15年 

 その他 4～10年 

同左 

 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

 定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利用）

については、社内における見込利用

可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利用）

については、社内における見込利用

可能期間（３～５年）に基づく定額

法によっております。 



－  － 

 

(18) ／ 2005/02/14 11:10 (2005/02/13 13:27) ／ ④Ｈ16決算短信第５－２連結財務諸表作成／os2レッグス／有報.doc 

18

 
前連結会計年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 (3）重要な引当金の計上基

準  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

同左 

 ② 退職給付引当金 ② 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

自己都合要支給額を退職給付債務と

する方法（簡便法）により、当連結

会計年度末における退職給付債務額

を計上しております。 

同左 

 ③ 役員退職慰労引当金 ③ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額の

100％を計上しております。 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方

法  為替予約が付されている外貨建金

銭債権債務等については、振当処理

を行っております。 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務等

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

  外貨建取引の為替相場の変動リス

クを回避する目的で為替予約取引を

行い、ヘッジ対象の識別は個別契約

毎に行っております。 

同左 

 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

  為替予約の締結時に、リスク管理

方針に従って、外貨建による同一金

額で同一期日の為替予約をそれぞれ

振当てているため、その後の為替相

場の変動による相関関係は完全に確

保されているので決算日における有

効性の評価を省略しております。 

同左 



－  － 
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前連結会計年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

① 消費税等の会計処理方法 ① 消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 同左 

(7）その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 ② 自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準 

────── 

  「自己株式及び法定準備金の取崩

等に関する会計基準」（企業会計基

準第１号）が平成14年４月１日以後

に適用されることになったことに伴

い、当連結会計年度から同会計基準

によっております。これによる当連

結会計年度の損益に与える影響は軽

微であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

貸借対照表の資本の部及び連結剰余

金計算書については、改正後の連結

財務諸表規則により作成しておりま

す。 

 

 ③ １株当たり情報 ────── 

  「１株当たり当期純利益に関する

会計基準」（企業会計基準第２号）

及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第４号）が平成14年４

月１日以後開始する連結会計年度に

係る連結財務諸表から適用されるこ

とになったことに伴い、当連結会計

年度から同会計基準及び適用指針に

よっております。なお、これによる

影響については、「１株当たり情報

に関する注記」に記載しておりま

す。 

 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は全面時価評価法によっております。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 該当事項はありません。 同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分又は損失処理について、連結会計年

度中に確定した利益処分又は損失処理に

基づいて作成しております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 



－  － 
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表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

────── （連結貸借対照表） 

  前連結会計年度まで投資その他の資産の「その他」に

含めて表示しておりました「投資有価証券」は、当連結

会計年度において総資産の1/100を超えたため、区分掲

記いたしました。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「投資有価証券」は、21,672千円であります。 

(連結損益計算書) (連結損益計算書) 

 「受取手数料」は、前連結会計年度まで営業外収益の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計

年度において営業外収益の10/100を超えたため、区分掲

記いたしました。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「受取手数料」は、476千円であります。 

 「受取設置料」は、前連結会計年度まで営業外収益の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計

年度において営業外収益の10/100を超えたため、区分掲

記いたしました。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「受取設置料」は、233千円であります。 

 「消費税等調整差額」は、前連結会計年度まで営業外

収益の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連

結会計年度において営業外収益の10/100を超えたため、

区分掲記いたしました。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「消費税等調整差額」は、331千円であります。 

前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて

表示しておりました「自己株式取得手数料」は、当連結

会計年度において営業外費用の10/100を超えたため、区

分掲記いたしました。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「自己株式取得手数料」は、179千円であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



－  － 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成16年12月31日） 

 
１ 受取手形裏書譲渡高 121,488千円
  

 
１ 受取手形裏書譲渡高 194,755千円
  

※２ 連結会計年度末日満期手形 ※２ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度の末日は金融機関の休日であった

ため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計

年度末残高に含まれております。 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度の末日は金融機関の休日であった

ため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計

年度末残高に含まれております。 
 
受取手形裏書譲渡高 13,642千円

  

 
受取手形裏書譲渡高 992千円

  
※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式6,775株であ

ります。 

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式6,775株であ

ります。 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式177株

であります。 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式239株

であります。 

 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 
 
役員報酬 91,868千円

給料及び手当 340,122千円

退職給付費用 5,304千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,691千円
  

 
役員報酬 89,807千円

給料及び手当 379,355千円

退職給付費用 6,290千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,061千円
  

※２ 固定資産除却損の内容 ※２ 固定資産除却損の内容 
 
その他 266千円

  

 
その他 268千円

  
※３ ノベルティ回収等損失39,719千円は、不具合の生

じたノベルティを回収するための広告費用及び取

替費用等であります。 

※３        ────── 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 
 
現金及び預金勘定 1,002,035千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △118,028千円

現金及び現金同等物 884,006千円
  

 
現金及び預金勘定 1,029,670千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △123,720千円

現金及び現金同等物 905,949千円
  

 



 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  
 その他（有形固定資産）

取得価額相当額 20,383千円

減価償却累計額相当額 8,068千円

期末残高相当額 12,315千円
  

  
 その他（有形固定資産）

取得価額相当額 20,383千円

減価償却累計額相当額 13,164千円

期末残高相当額 7,219千円
  

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  
一年内 5,314千円

一年超 7,529千円

合計 12,844千円
  

  
一年内 5,209千円

一年超 2,202千円

合計 7,411千円
  

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
  
支払リース料 5,314千円

減価償却費相当額 5,095千円

支払利息相当額 319千円
  

  
支払リース料 5,314千円

減価償却費相当額 5,095千円

支払利息相当額 213千円
  

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 

－  － 
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（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

前連結会計年度（平成15年12月31日） 当連結会計年度（平成16年12月31日） 

 種類 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円）
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円）

(1）株式 10,212 11,662 1,450 10,922 23,541 12,618

(2）債券 ― ― ― ― ― ―

(3）その他 ― ― ― ― ― ―

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 

小計 10,212 11,662 1,450 10,922 23,541 12,618

(1）株式 ― ― ― 13,581 13,559 △22

(2）債券 ― ― ― ― ― ―

(3）その他 ― ― ― ― ― ―

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

小計 ― ― ― 13,581 13,559 △22

合計 10,212 11,662 1,450 24,504 37,100 12,596

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度（平成15年12月31日） 当連結会計年度（平成16年12月31日）
 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除
く） 

10,010 10,010 

－  － 
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（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

(1）取引の内容及び利用目的等 (1）取引の内容及び利用目的等 

 当社グループは、通常の営業過程における輸入取

引の為替相場の変動によるリスクを軽減するため、

先物為替予約及びクーポンスワップを行っておりま

す。なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計

を行っております。 

同左 

 ヘッジ会計の方法  

 為替予約が付されている外貨建金銭債務等につい

ては、振当処理を行っております。 

 

 

 ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…為替予約 

 ヘッジ対象…外貨建金銭債務等 

 ヘッジ方針 

 

 外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目

的で為替予約取引を行い、ヘッジ対象の識別は個別

契約毎に行っております。 

 

 ヘッジ有効性評価の方法  

 為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、

外貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれ

ぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動に

よる相関関係は完全に確保されているので決算日に

おける有効性の評価を省略しております。 

 

(2）取引に対する取組方針 (2）取引に対する取組方針 

 通貨関連におけるデリバティブ取引については、

主としてドル建ての仕入契約をヘッジするためのも

のであるため、外貨建買掛金および成約高の範囲内

で行うこととし、投機目的のためのデリバティブ取

引は行わない方針であります。 

同左 

(3）取引に係るリスクの内容 (3）取引に係るリスクの内容 

 通貨関連における先物為替予約取引及びクーポン

スワップには、為替相場の変動によるリスクを有し

ております。通貨関連のデリバティブ取引の契約先

は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるため、

相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、

ほとんどないと判断しております。 

同左 

(4）取引に係るリスク管理体制 (4）取引に係るリスク管理体制 

 通貨関連のデリバティブ取引の実行および管理

は、「経理規程」に従い、財務担当に集中しており

ます。また「経理規程」をうけた「経理実施規程細

則」において、取引権限の限度および取引限度額

（成約高に対する割合）等が明示されております。

さらに、財務担当は、月毎の定例取締役会にデリバ

ティブ取引をも含んだ財務報告をすることとなって

おります。 

同左 

－  － 
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２．取引の時価等に関する事項 

      （当連結会計年度末） （平成16年12月31日） 

当社グループの行っているデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 

 

      （前連結会計年度末） （平成15年12月31日） 

当社グループの行っているデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 

 

 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

 
前連結会計年度 
（平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成16年12月31日） 

(1）退職給付債務（千円） △34,014 △41,253 

(2）退職給付引当金（千円） △34,014 △41,253 

 （注） 当社及び連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

退職給付費用（千円） 6,323 7,607 

(1）勤務費用（千円） 6,323 7,607 

 （注） 当社及び連結子会社は、退職給付費用の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

－  － 
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（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  
（繰延税金資産） 

退職給付引当金損金算入限度超
過額 

11,813千円

役員退職慰労引当金損金算入超
過額 

71,673千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 7,233千円

未払費用否認 1,915千円

繰越欠損金 809千円

その他 1,191千円

繰延税金資産の小計 94,637千円

評価性引当額 △7,183千円

繰延税金資産の合計 87,454千円

（繰延税金負債） 

未収事業税認容 △2,619千円

その他有価証券評価差額金 △587千円

特別償却準備金 △671千円

繰延税金負債の合計 △3,878千円

繰延税金資産の純額 83,576千円
  

  
（繰延税金資産） 

退職給付引当金損金算入限度超
過額 

15,547千円

役員退職慰労引当金損金算入超
過額 

75,759千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 16,845千円

未払事業税 11,281千円

買掛金否認 2,940千円

その他 747千円

繰延税金資産の小計 123,120千円

評価性引当額 △16,910千円

繰延税金資産の合計 106,210千円

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 △5,101千円

特別償却準備金 △447千円

繰延税金負債の合計 △5,549千円

繰延税金資産の純額 100,661千円

  
  

(注)当連結会計年度における繰延税金資産の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれておりま

す。 

(注)当連結会計年度における繰延税金資産の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれておりま

す。 
 

前連結会計年度 
（平成15年12月31日） 

流動資産－繰延税金資産 591千円

固定資産－繰延税金資産 82,984千円
  

 
当連結会計年度 
（平成16年12月31日） 

流動資産－繰延税金資産 14,340千円

固定資産－繰延税金資産 86,320千円
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 
 
法定実効税率 42.0％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入さ
れない項目 

5.5％

留保金課税 2.7％

子会社欠損金の利用 △10.3％

評価性引当額 16.3％

その他 △3.2％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

53.0％

  

 
法定実効税率 42.0％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入さ
れない項目 

1.1％

留保金課税 2.3％

評価性引当額 3.7％

税額控除 △1.4％

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

47.9％

  

－  － 
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前連結会計年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

３．税効果会計に使用する法定実効税率の変更 ────── 

 税効果会計に使用した法定実効税率は、地方税の

法改正(平成16年4月1日以降開始事業年度より法人

事業税に外形標準課税を導入)に伴い、当連結会計

年度における一時差異等のうち、平成16年12月末ま

でに解消が予定されるものは改正前の税率、平成17

年1月以降に解消が予定されるものは改正後の税率

によっております。この変更に伴い、従来の税率に

よった場合と比較して、当連結会計年度の繰延税金

資産の金額が2,969千円減少し、その他有価証券評

価差額金の金額が21千円増加するとともに、法人税

等調整額が2,991千円増加(当期純利益の減少)して

おります。 

 

 

－  － 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成15年１月１日 至平成15年12月31日） 

 
商品企画事
業（千円）

マーケティ
ングサービ
ス事業 
（千円） 

その他の事
業（千円）

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 3,112,119 1,411,825 104,927 4,628,872 ― 4,628,872

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

398,088 956 7,106 406,150 (406,150) ―

計 3,510,208 1,412,781 112,033 5,035,023 (406,150) 4,628,872

営業費用 3,486,997 1,384,252 104,590 4,975,839 (442,638) 4,533,200

営業利益 23,210 28,529 7,443 59,183 36,488 95,671

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本
的支出 

 

資産 2,077,606 479,264 75,095 2,631,965 (61,651) 2,570,313

減価償却費 5,746 662 534 6,943 ― 6,943

資本的支出 14,994 - 1,483 16,477 ― 16,477

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品 

(1）商品企画事業……販促製作物・ＯＥＭ商品の企画・製作サービス 

(2）マーケティングサービス事業……マーケティング企画、コミュニケーションツールの企画・制作サー

ビス 

(3）その他の事業……インターネット関連事業 

－  － 
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当連結会計年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 
商品企画事
業（千円）

マーケティ
ングサービ
ス事業 
（千円） 

その他の事
業（千円）

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 3,459,497 1,651,213 123,962 5,234,673  5,234,673

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

405,422 333 6,992 412,747 (412,747) 

計 3,864,919 1,651,546 130,954 5,647,420 (412,747) 5,234,673

営業費用 3,710,236 1,583,975 116,884 5,411,097 (449,536) 4,961,560

営業利益 154,682 67,571 14,069 236,323 36,789 273,112

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本
的支出 

 

資産 2,175,121 608,762 92,392 2,876,276 (43,063) 2,833,213

減価償却費 9,098 1,731 703 11,533 － 11,533

資本的支出 18,898 8,700 － 27,598 － 27,598

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品 

(1）商品企画事業……販促製作物・ＯＥＭ商品の企画・製作サービス 

(2)マーケティングサービス事業……マーケティング企画、コミュニケーションツールの企画・制作サー

ビス 

(3)その他の事業……インターネット関連事業 

 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自平成15年１月１日 至平成15年12月31日）及び当連結会計年度（自平成16年１月１日 

至平成16年12月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

【海外売上高】 

 前連結会計年度（自平成15年１月１日 至平成15年12月31日）及び当連結会計年度（自平成16年１月１日 

至平成16年12月31日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成15年１月１日 至平成15年12月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 該当事項はありません。 

－  － 
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（１株当たり情報） 

前連結会計年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

 

１株当たり純資産額 283,571円02銭 

１株当たり当期純利益金額 2,385円09銭 

  

 

１株当たり純資産額 301,266円30銭 

１株当たり当期純利益金額 17,340円57銭 

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

 当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第４号）を適用しております。 

 なお、同会計基準及び適用指針を前連結会計年度に

適用した場合の(１株当たり情報)については、以下の

とおりであります。 

 

 

潜在株式調整後１株当たり 
当期期純利益金額 

17,292円56銭 

 
１株当たり純資産額 282,849円35銭

１株当たり当期純利益金額 20,246円84銭

１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

損益計算書上の当期純利益 149,872千円

普通株式に係る当期純利益 137,172千円

普通株主に帰属しない金額の主な内訳 

利益処分による役員賞与金 12,700千円

普通株式の期中平均株式数 6,775株
  

 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当期純利益（千円） 15,920 128,705 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 15,200 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （15,200）

普通株式に係る当期純利益（千円） 15,920 113,505 

期中平均株式数（株） 6,675 6,546 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） － 18 

（うち新株予約権） － （18）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

新株予約権      １銘柄 

潜在株式の数 普通株式105株 
－ 

 

－  － 
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（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

────── 子会社の設立 

  当社は、新規事業戦略の一環として子会社を設立い

たしました。子会社の概要は以下のとおりです。 

（1） 商     号 株式会社プロコミット 

（2） 設 立 年 月 日 平成17年１月21日 

（3） 本 社 所 在 地 東京都港区北青山一丁目２番 

６号 

（4） 代表者の氏名 代表取締役社長 清水隆史 

（5） 資  本  金 40,000千円 

（6） 発行済株式総数 800株 

（7） 株     主 当社97％、清水隆史２％ 

植村俊彦１％ 

（8） 事 業 内 容 営業・販売・販促に関するア 

ウトソーシング及び人材の 

派遣・紹介 

 

 

 

－  － 
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